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 第 2 章では、Kotler (2007)に基づき、「企業の社会的取り組み」のうち最も主要な 6
3 
 
つの取り組みを紹介した上で、その 1 つとしての CRM の定義を明らかにする。 
 第 3 章では、広告コミュニケーションや、コーズの特性、企業のコーズに対する支
援方法などの観点から CRM マネジメントに関する先行研究をレビューする。 





第 5 章では、第 4 章までの先行研究を踏まえたうえで、消費者の CRM 製品購買意










階的に選択した場合(仮説 2b)は、それぞれあらかじめコーズが決定している CRM キ
ャンペーンの場合と比較して、消費者の貢献認識が強いという仮説をたてた。さらに





貢献認識は強くなる。」とした。最後に仮説 4 は Stefanie et al.(2012)と同様、「選択に
よって消費者の貢献認識が高まることにより、CRM 製品に対する購買意欲が高まる。」
とした。 




早稲田大学商学部の学生 372 名を対象に行った。そのうち、332 人(キャンペーン選択






ついて 7 点尺度のリッカート法で回答してもらった。 
第 7 章は、仮説の検証である。第 6 章で示した①～④のグループについて、各選択状
況が有る場合を「1」、ない場合を「0」というダミー変数に置き換え、パス解析を行っ
た。結果、仮説 1、2b、2c、3、4 は支持され、仮説 2a のみ支持されなかった。した
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図表 1-3 社会的取り組みと企業の関係の変化 





















































が使用されるたびに１セント、同カードの新規発行 1 件ごとに 1 ドルを、自由の女神
像修繕のために寄付するというものであった。結果、同社は自由の女神財団へ 170 万
ドルの寄付をすることができた。さらに、キャンペーン期間中の同社のカード利用率
は前年比 28 パーセント増、新規カードの発行は 45 パーセント増となり、大きな成功
を収めた( Wall,1984 ) とされている。この成功は CSR 活動によって期待できる、企
業の評判・市場価値の向上(Luo and Bhattacharya,2006)、協力的なコミュニティ、顧
客ロイヤルティの強化、質と生産性の改善、従業員のロイヤルティ向上と定着率の強













































れば、企業は CRM マネジメントをしやすくなるはずだ。 
 
3．研究目的と意義 
本研究の目的は、CRM キャンペーンにおいて CRM 製品の販売増という直接的利益
をあげるにあたり、効果的かつ汎用可能な選択型 CRM キャンペーンの方法を提示す
ることである。 








とその支援手段の選択という 3 つの選択型 CRM キャンペーンのパターンを想定し、
シナリオを用いたアンケート調査を行うことで、どの企業でも利用可能な具体的施策
を導き出すことを目指した。 









第 2 章 CRM の定義 
第 1 章では、「社会的コーズへの取り組みを支援し、社会的責任を果たすために企業
が行う主要な活動」として、「企業の社会的取り組み」いう概念を紹介した。企業の社




こで、Kotler (2007) を基に、企業の社会的取り組みのうち、最も主要な 6 つの取り組
みをマクドナルドを例に紹介した上で、その取り組みの 1 つである CRM の定義を明
確にする。 








 コーズ・リレーテッド・マーケティング( CRM ) : 世界子供の日 
2002 年 11 月 20 日、世界 100 カ国を超えるマクドナルド店舗で世界的な募金活動
が展開された。これらの活動は資金調達に加え、ロナルド・マクドナルド・ハウス・
チャリティーズを含む地方の子供たちの福祉への関心を高める目的で取り組まれてい










































図表 2-1 マクドナルドの「企業の社会的取り組み」  










































出所：Kotler(2007)を基に作成                       
 








第 3 章 CRM マネジメントに関する先行研究 





































ジ表記が効果的だということを 2 つの実験から明らかにした。 
1 つ目の実験では、2(コーズへの関与：低い vs 高い) ×2(コーズの距離：地域性が高




2 つ目の実験では、25 歳以下の学生を対象とし、2(コーズへの関与：低い vs 高い) ×
















(3) Brink et al.(2006)の研究 
 企業のコアビジネスとコーズの適合度、CRM の実施期間、CRM への資源の投入量、








仮説 3：CRM の実施期間が長いほうが、消費者のブランドロイヤルティが高まる。 
仮説 4：CRM への資源の投入量が多いほうが、消費者のブランドロイヤルティが高
まる。 





仮説 1 については t 検定と分散分析を行った結果、支持。仮説 2～5 については回帰
分析で比較を行ったが、仮説 3 のみ支持となった。仮説 6 については t 検定の結果、
不支持となった。この結果から、①戦略的 CRM と戦術的 CRM の区別をつけているも
のは実施期間の長さのみであること②消費者の低関与な製品については長期的な
CRM を行ったほうが、消費者のブランドロイヤルティが高まるということがわかった。 

























出所：Lafferty et al.(2004)を基に作成 
 
(5) Ross et al.(1992)の研究 
消費者の性別と支援先コーズの地域性が、消費者のコーズへの態度と CRM を行う企
業への態度に与える影響を明らかにするため、アメリカ大都市の 238 人の大人(18 歳
以上)を対象に調査を行った。 
























(6) Andrea et al.(2010)の研究 







を利用し、これに基づいて 2 つの実験を行った。2 つ目の実験では、社会的ニーズが
長期的な取り組みを必要とするか短期的なものかという点と、それに対する企業の対
応が早いか遅いかという 2 種類の要素を含んだ広告を利用している。 







2 つ目の実験では、141 人の大学生(48％男性、平均年齢 22 歳)対象にオンライン調査
を行った。被験者はランダムに 4 つのグループに割り当てられる。それぞれのグルー










図表 3-2 企業の対応が早いケースの広告 
 
図表 3-3 企業の対応が遅いケースの広告 
 

















































実験 1 では 630 人を対象にオンライン調査を行った。2(企業の求める購買量：１つ
のボトルにつき 10 ドル、4 つのボトルにつき 40 ドル)×4(企業の寄付率：5 セント、
20 セント、80 セント、3 ドル 20 セント)で 8 つのパターンの実験用広告デザインを作
り、それぞれ 1 つの広告に被験者をランダムに割り当てた。 
広告は Aveda salon という小売事業者で、「Aveda ブランドの購買につき、National 
Cancer ’s Institute’s center の皮膚がんの対策支援に対して寄付をする」というもの。 
広告を読ませたうえで、商品の購買意欲と企業のモチベーションについて質問項目に
答えてもらった。 
実験 2 は 447 人の学生ではない人を対象に調査を行った。広告デザインを変え、2(企
業の求める購買量：1 つのボトルにつき 10 ドル、4 つのボトルにつき 40 ドル)×2(購
買のみ、購買に加えて、買ったという証明書を企業に送らなければならない)×3(企業




図表 3-5 仮説のモデル 
 




















































(1) Stefanie et al.(2012)の仮説 

















消費者にウェブ上で T シャツの色を選択させただけで、消費者は「自分で T シャツ
















コーズが決定している時と比較して消費者の CRM 製品購買意欲は高い。 










度が高いときには、CRM キャンペーンにおけるコーズ選択は、消費者の CRM 製品購
買意欲にさほど影響を与えない。 
仮説 6:仮説 5 において企業のコアビジネスとコーズの適合度が低い時の方が、高い
時と比較して消費者の CRM 製品購買意欲に与える影響が大きいのは、適合度が低い
時のほうが消費者の貢献認識が強まるからだ。 




仮説 8:仮説 7 において、寄付の達成額への遠さが、消費者の CRM 製品に対する購
買意欲にネガティブな影響を与えるのは、消費者の貢献認識が弱まるからだ。 
(2) Stefanie et al.(2012)の調査手順 
以下に、Stefanie et al.(2012)で重点を置かれた、支払い意欲・購買意欲・貢献認識
の調査手順を示す。実験 1 は、消費者の CRM 製品に対する支払い意欲、購買意欲を
明らかにするための 2 つの実験を行った。この 2 つによって消費者の CRM キャンペ
ーンに対する反応を測った。実験 2 では、CRM キャンペーンにおけるコーズ選択が、
消費者の購買意欲にプラスの影響を与える要因として、貢献認識についての質問項目
を設定し、調査を行った。 
(a)実験 1a は、CRM キャンペーンでコーズ選択の機会がある場合において、消費者
の CRM 製品に対する支払い意欲を明らかにすることを目的とし、ローラースケート













(b)実験 1b は、CRM キャンペーンでコーズ選択の機会がある場合において、消費者
の CRM 製品に対する購買意欲を明らかにすることを目的として行われた。主要大学
でマーケティングを専攻する 88 人の大学生を対象に実験を行った。被験者はまず電卓











(c) 実験 2 は、主要大学でマーケティングを専攻する 95 人の大学生を対象に行った。 







































第 4 章 選択に関する先行研究 
1. 選択の先行研究 


















Lepper and Malone,1987;Malone and Lepper,1987;Nuttin,1973;Zuckerman et 
al.,1987)。逆に、選択やコントロールの機会がないと、人にとっては心理的にも
身体的にもネガティブな影響が現れることが明らかになった(e.g.,Deci et al., 


















サルも、複数のボタンのついた装置を選んだ。ボタンが 1 つでも 2 つでも、得られ
るエサの量は変わらなかったにもかかわらずだ。人間は、この優先傾向を意識的に
覆すことができるが、必ずしもそうするとは限らない。別の実験で、カジノのチッ





























図表 4-1 選択肢と心理的ベネフィットの関係性 
 
出所：Elena and Robin(2009)を一部修正 
 









図表 4-2 選択肢の数と満足度の関係性 
 
出所：Elena and Robin(2009)を基に作成 
 
(c) Greifeneder et al.(2010)の研究 





た実験を行った後に実験 2 では製品を変え、MP3 を使った実験を行った。 
実験 1 は 121 人の大学生を対象に行い、Iyenger and Lepper (2000) に基づいて、3 




属性が 1 つの場合には、見た目の色だけが異なる場合を指し、6 色、15 色、30 色と
いうバリエーションになる。属性が 6 つの場合は、見た目の色、デザイン、ペンの幅、




図表 4-3 実験 1 のイメージ図 
 





図表 4-4 実験 1 の結果 
 
出所：Greifeneder et al.(2010)を基に作成 
 
(2)「選択しない」という選択肢 








10 時間    25 時間    20 時間   15 時間    15 時間    15 時
間 
8 年     2 年      4 年     4 年     6 年     8 年 
藍色     藍色     濃青色    藍色     空色     濃青
色 
人工的     上品    流行     上品    スポーティー   流行 
6 年 
(1)         (2)         (3)       (4)        (5)        (6) 
39 
 








例えば実験 1 については 36 人の大学生を対象に次のような手順で実験を行った。実




図表 4-5 実験 1 で検討されたラップトップの属性 
 


















る過大評価について、この 2 つの分野から先行研究を紹介する。 
(3) 選択肢の異質性 
Botti and Mcgill(2006)は、3 つの実験を通して、選択肢の異質性が選択結果に対す









実験 1 は、学生 96 人を対象に調査を行い、参加者を 2(選択状態；選択する vs 選択
















実験 2 は、124 人の学生を 2(選択状況：選択 vs 選択しない)×2(選択肢の異質性：
高い vs 低い)を組み合わせた 4 つの異なる状況にわりあて、それぞれの状況について









 実験 3 は、77 人の学生を 2(選択状況：選択 vs 選択しない)×2(選択肢の異質性：高
い vs 低い)を組み合わせた 4 つの異なる状況にわりあて、それぞれの状況について質



































にとってこの新聞は」に続く重要度を測る 5 つの質問項目(SD 法)に関して 6 点尺度で
回答させることで製品関与度を計測した。 
 
(b) Norton et al.(2012)の研究 
アメリカで大学生 106 人(男性 71 人)を対象に折り紙を使った実験を行った。 
2(製品タイプ：カエル、鶴)×3(値付けタイプ：①被験者自ら作り自ら値段をつける、
②何も作らず他の被験者が作った作品に値段をつける、③何も作らずプロの作品に値






分の作品について 0 から 100 セントの間で値段をつけてもらった。Becker et al.の方







他人がつけた値段よりも 5 倍近く高かった。 
 
図表 4-6 作品に対する値づけ 
 
















































台湾の主要大学に通う大学生 65 人と大学生ではない 107 人を、2(選択 vs 選択なし)








満足度、サービス全体に対する満足度についてアンケート調査を行った。    
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第 5 章 本研究の位置づけと研究仮説の導出 
1. 本研究の位置づけ 
第 3 章で紹介した Stefanie et al.(2012)の研究では、以下のような仮説モデルを検証
しており、CRM における選択方法のバリエーションについては検証されていない。 
 しかし、第 4 章で述べたように、どのような選択をするかによって、選択結果に対
する消費者の評価は大きく異なる。したがって、本研究では以下のモデルの太線部分
を重点的に検証する。 
図表 5-1 Stefanie et al.(2012)を基にした本研究の位置づけ 
 













これらの要素を考慮した上で、Berlin (2000)の指摘する 2 つの自由概念に基づき、
47 
 























































仮説 1 ではキャンペーンそのものの選択の自由について(消極的自由)、仮説 2 では
CRM キャンペーンにおける選択の自由度(積極的自由)ついて述べてきた。次に、これ



















































第 6 章 調査方法 
1. 調査概要 




と考えますか。 」という質問について 12 のコーズに対して「全く重要でない」を 1








 次に行う本調査では、キリンビバレッジが生茶を対象として CRM を行っている旨











 調査期間：2012 年 11 月 6 日～9 日 




 調査目的：選択型 CRM におけるコーズの選定 
コーズごとの統計量の結果は以下図 6-1 の通りである。 
図表 6-1 コーズの重要度の記述統計 
 
 








図表 6-3 コーズの重要度の分散分析 
 
 
結果、有意確率の値から P 値=0.034 となり、5%水準で有意であったため、12 個のコ
ーズの重要度には差があるということがわかった。そこで中間的な重要度のコーズを選定
する。 
図表 6-4 コーズの重要度(低い順) 
 


















































 調査期間：2012 年 11 月 13 日～18 日 
 調査対象：早稲田大学商学部の学生 372 名。 
グループ 1…84 名 
グループ 2…94 名(分析段階では「寄付」を選択した 54 名分のデータを使用) 
グループ 3…97 名 
グループ 4…97 名 
 サンプリング方法：調査票の配布 
 調査目的：どのような選択型 CRM が消費者の CRM 製品購買意欲向上に最も効果
的かを明らかにすること。 
(1) 社会的取り組みへの関心度 





















年 7 月 20 日に行った「ペットボトル入りのお茶飲料に関する調査」の好きなブランド
ランキングを基に製品を選んだ。結果、「好きだから買う」、「嫌いだから買わない」と
いう当然の結果を回避するために 10 個のブランドのうち上位 3 つ、下位 3 つのブラン
ドは避け、早稲田大学近辺のコンビニで取り扱っていることがよく見受けられたため、











る)それぞれ 7 点のリッカート法で回答してもらった。 




限定でこの生茶の売上については 1 本(500ml、50 円)つき、10 円を UNHCR (国
連難民弁務官事務所)に寄付し、難民支援に役立てるというキャンペーンを行って
います。」 
 グループ 2 ：キャンペーン選択 
「同社は現在、期間限定で生茶の売上につき 2 つのキャンペーンを実施しています。 
参加したいと思うキャンペーンに○をつけてください。」 
1) 生茶 1 本(150 円)売上につき 5 円の割引 
2) 生茶 1 本(150 円)売上につき 10 円が UNHCR（国連難民高等弁務官事務所）に寄
付され、難民支援に役立てられる。 
 グループ 3：コーズの種類選択 
「同社は社会貢献にも熱心に取り組んでおり、実績をあげています。現在は期間限定






4) 国際 WFP 協会(国際連合世界食糧計画)を通じた途上国支援 
 グループ 4：コーズの種類とその支援手段を選択 
「同社は社会貢献にも熱心に取り組んでおり、実績をあげています。現在は期間限定
で、生茶の売上 1 本(500ml、150 円)あたり 10 円をあなたが選択した 1 つのチャリテ
ィーに寄付し、あなたが適切だと考える方法で支援するというキャンペーンを行って
います。」 




うちから支援手段を 1 つ選択してもらった。  
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第 7 章 仮説の検証 














グループ統計量の結果は以下図 7-1 の通りである。 
図表 7-1 社会的取り組みへの関心度についての記述統計 
 
 グループ 1 の平均値＝24.3929 
 グループ 2 の平均値＝24.9815 
 グループ 3 の平均値＝23.5258 
 グループ 4 の平均値＝23.8866 
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 グループ 1：選択権無し 
 グループ 2：キャンペーン選択あり 
 グループ 3：コーズ種類選択あり 





図表 7-7 ダミー変数への変換 
グループ キャンペーン選択 コーズ種類選択 コーズ手段選択 
1 なし なし なし 
2 あり なし なし 
3 なし あり なし 





グループ キャンペーン選択 コーズ選択 コーズ手段選択 
1 0 0 0 
2 1 0 0 
3 0 1 0 










図表 7-8 本研究におけるパス解析モデル 
 
 









カイ 2 乗 自由度 確率 CFI RMSEA 
222.597 6 0.000*** 0.259 0.542 
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をあらためて以下の図 7-11 にまとめる。  
63 
 
図表 7-11 調査結果のまとめ 











































第 5 章まででは先行研究の考察を通し研究仮説を導出し、第 6 章では 6 つの仮説を考
察するための調査方法を提示し、第 7 章では、調査結果を用いた実証研究を行った。
















































































段を段階的に消費者に選択させることが有効だという可能性を示すことができた。   
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/CSR する意識と行動」は 4 つに分けられると見ている。①環境/CSR に対する意




呼ばれる人々、④意識は高いが、企業の CSR 活動を評価したり、環境/CSR 製品
を積極的に購入することがない人々、である。専門家の間では、日本人の 3 割が 4
番目の消費者だと言われている。環境配慮より価格やデザインを優先する消費者





































































































































































































































































































    １．無料のマンモグラフィー検査 
  ２．乳がんの母親を持った子供への経済的支援 
  ３．女性放射線技師の育成 

















































































全く思わない [１-２-３-４-５-６-７] 非常にそう思う 
 買い物をする時に、その製品を扱う企業の倫理的な評判を考える。 
全く思わない [１-２-３-４-５-６-７] 非常にそう思う 
 非倫理的な行動をしている企業から製品を買うのは避ける。 
全く思わない [１-２-３-４-５-６-７] 非常にそう思う 
 私たちの社会をより良くするために注意を払っている企業から製品を買う際は、（そう
でない企業の製品を買うときと比較して）多くのお金を払おうと思う。 
全く思わない [１-２-３-４-５-６-７] 非常にそう思う 
 もし２つの製品の価格と品質が同じならば、社会的責任について評判を得ている企業
から製品を買う。 
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